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有給休暇5⽇取得義務の
罰則と促進⽅法 
簡単まとめ
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有給休暇の年5⽇取得義務とは
2019年4⽉より、年に10⽇以上の有給休暇が付与される労働者に対し、企業は付与⽇から1年以内に最低5⽇間の有給休暇を取得させること
が義務化されました。労働者⾃⾝の申請や計画的付与で5⽇以上取得済みの場合は、企業による別途の時季指定は不要です。
時季指定時は労働者の意⾒を聴取しなければならず、聴取した意⾒を、尊重するよう努めます。

■ 対象者
対象は「有給休暇が年に10⽇以上付与される労働者」です。

正社員、フルタイム契約社員（⼊社6ヶ⽉経過後）‧ 週30時間以上勤務のパート、アルバイト（⼊社6ヶ⽉経過後）‧

週30時間未満勤務のパート、アルバイトでも、所定労働⽇数と勤続年数により年10⽇以上付与される場合 ‧
注 繰り越し分ではなく、その年度に付与される⽇数で判断

■ 基準⽇
基準⽇は有給休暇を付与した⽇です。

原則 ⼊社6ヶ⽉経過時の付与⽇ 全社統⼀基準⽇ 企業が定めた統⼀付与⽇

前倒し付与時 付与⽇ 分割付与時 合計付与⽇数が10⽇に達した⽇例 ⼊社⽇

有給休暇の年5⽇取得義務に違反した場合の罰則
年5⽇の有給休暇取得義務違反には、労働者1⼈あたり30万円以下の罰⾦が科される可能性があります。
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有給休暇取得の促進⽅法
企業が労働者の有給休暇取得を促進するための具体的な⽅法として、以下のようなものが挙げられます。

インセンティブの導⼊ ⼀定⽇数以上の有給休暇を取得した労働者に対し、特別休暇を付与するなどの報奨制度を設ける。

取得推奨⽇の設定 夏季休暇や年末年始休暇と合わせて連休となるような取得推奨⽇を設定する。

年次有給休暇取得
計画表の作成

業務の繁閑を考慮し、労働者が取得しやすい時期を計画的に⽰す。

半⽇単位‧時間単位での
取得制度の導⼊

就業規則に定めることで、より柔軟な有給休暇取得を可能にする（時間単位取得は労使協定が必要）。

取得
推奨⽇

インセン
ティブ

半⽇単位
時間単位

年次取得
計画表
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